
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （日本道路公団の経営内容の分析と評価）

高速道路事業

国 施行命令に基づき建設 （収支の現況）
【事業主体】 結果として、路線

別コストとは一致
しない料金設定 大きな内部補助効果

有 料 道 路 事 業 日 プール制 → 高速道路事業全体の ←
(全体収支) → 収支率 ５７

東名 収支率14
国が高速道路事業の 本 償 収支率を路線別に見 中央･名神 収支率16
計画を策定 施 行 命 令 → 償 還 計 画 ← 現還 ると 進今

道 状は 14路線 収支プﾗｽ む後
路 予定路線 11,520km 7,944km 道 償還期間：40年※ ※償還期間は で 21路線 収支ﾏｲﾅｽ ほ、
政 ピーク時の未償還残高 45年に延長 は ど採
策 27兆1,000億円(H17) (平成11年 順 全算

財 公 団 債 資 路 4月認可) 調 新規路線ほど 体性
全 政 財 引受け → ← 金 収支率悪い傾向 への
国 資 → 投 22兆円 調 ・収入見通しが出発点 の低
交 源 資 達 公 ・経年的に収入が見込 貢い
通 の 金 ← 償還 → みを下回った場合、 ↑ 献路
網 制 計画自体が達成でき 度線

約 団 ないリスク大 収 はの
支 低建

経営改善努力の 基 下設
道路交通センサス 交通量推計 みで収入不足を 盤 が
(交通量推計の基礎デｰﾀ) → 補うことは困難 に

見 込 み 違 い 与
の リ ス ク 短期間 え ↓

で改定 計画が順調に達成されている る
直 轄 事 業 か否かが意識されにくく、意 影 →

識していく必要がある 響 採算性の低い路線の建設の進捗
が が高速道路事業の経営に及ぼす影
懸 響に懸念

（経済・社会要因） 念
ｏ料金値上げ←→適正水準の範

囲内
建設コストは増大化傾向

ｏ償還期間の←→道路資産の耐
延長 用年数を考慮

資産効率は低下傾向

一般有料道路事業 収道
支路 （収支の現況） 償還の達成が困難と考え

事業許可を受け建設 管ご られる道路も少なくない
理と 営業中46道路について
がの 収支差の累計をみると ↓
重 16道路 収支差プﾗｽ
要 道路ごとの 30道路 収支差ﾏｲﾅｽ ← 平成33年度には損失補てん

→ 個別採算制 償還計画 引当金が 6,000億円不足(ｱｸｱ
(道路別収支） ↑ ﾗｲﾝ除く)

道路公団が一定の条件の
リスク管理が重要 下、34道路について試算

これまで、76道路中40道路
（東京湾横断道路(株)） （H9) → 損失補てん引当金制度 が自力償還不能 ↓

アクアライン事業 開通 ↑
補てん累計 1,333億円 損失補てん引当金制度を将来に

償還対象総額 1兆4,058億円 わたり、いかに的確に機能させて
いくかが大きな課題

引当金残額 2,314億円
開通後６か月の リスク構造の 償還期限の早い道路ほど 一般有料道路事業の健全性確保
通行量は、見込み 大きな変化 補てんを受けるのに有利 のため、アクアラインの的確な収
を下回っている。 支管理が不可欠

→

（

）


